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農経論叢第51集， 1995， Mar. 

米価決定過程における交渉能力の数量分析

ーハルサーニーのパワー概念を用いて一

贋瀬牧人

The Quantitative Analysis of the Negotiation Power 
on the Decision-making Process of the Producer's Rice Price 

Makito HIROSE 

Summary 

In detennining the producer's rice price， the ruling Party and agricultural cooperatives fonn an 

aJliance. 

The p町poseof血ispaper is to analyze quantitatively the negotiation power of the union in出ispro-

cess. Statistical analysis using recursive regression method and first-order autoregression model indicate 

仕Jatsuperficially negotiation power looks decreased but actually the negotiation power remained relatively 

stable. 

Consequently， the influence of agricultural cooperatives in detennining in the producer's rice price is 

greater出組1tappears. 

1.はじめに

生産者米価は，農林水産大臣の諮問機関である

米価審議会の審議を経て，閣議において決定され

るが，実態的には，その前後に行われる政府と与

党との交渉によって決定されてきた。

他方，農業団体は，毎年，独自の算定方式に基

づく要求米価を目標として掲げ，各県レベル及び

中央レベルにおける要求大会の開催，地方議会・

国会への陳情等といった多彩な運動を展開してき

た。

与党議員と農業団体の行動に， r政治家は，自
分の支持者の利益の最大化を考えて行動する。j

という小林 (5Jの「支持者利益配分仮説」を当
てはめると，上述の政府との交渉において，与党

議員(註1)は，農業団体の要求を政府の意志決

定過程において実務的に代弁する者としての役割

を果たしてきたと言える。このような視点に立っ

と，生産者米価の決定過程は，実質的には，この

与党議員と農業団体の連合体(以下「連合体」と

7う

いう。)と政府との聞の交渉過程であると考える

ことカfできる。

薬師寺(7)によれば，予算編成過程は，その

内部プロセスに注目すると，予算要求者が要求予

算の説明という交渉行為を通じて予算編成権者で

ある予算査定者を説得して譲歩を引き出す過程と

見なすことができる。これと同様に，生産者米価

の決定過程も，連合体が，直接的・間接的に，そ

して，明示的・黙示的に，交渉を通じて生産者米

価の決定権者である政府を説得し，政治加算や各

種奨励金の創設や給付という譲歩を引き出す過程

であるという見方ができる。

本稿の目的は，生産者米価の決定過程において，

連合体が交渉を通じて政府を説得し譲歩を引き出

す力(いわば交渉能力)を，ハルサーニーのパワー

概念を用いて数量化し，ファク卜・ファインディ

ングに重きを置いて評価を試みることである。

具体的には，逐次最小自乗法及び一次の自己回

帰モデルを用いて，連合体の交渉能力の時間軸に

沿った推移を吟味する。
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以下では，まず 2で本稿の分析モデルと計測に

使用するデータについて説明する。 3では計測方

法を説明し併せて計測結果について吟味する。分

析の対象とする期間は，米価審議会が非公開と

なった昭和37年から，農協が明確に要求米価を掲

げ米価運動を行っていた昭和60年までとする。

2.分析モデルと計測データ

1 )分析モデル

Dahl (1)は， r Aが何も為さなければBが為
さなかったであろうf子為を Bに為さしめること

ができる場合に AはBに対してパワーを所持

するJ(註2)とパワーの概念を定義し AがB
に対して所持するパワーは Aがある行為をし，

それによって BがAの期待どおりの行為をした

確率から Aが何もしなくても Bが同様の行為

をするときの確率を引いたもので示されるとし，

これをパワー・アマウン卜と名付けた。

これに対し， Harsanyi (2) (以下「ハルサー

ニー」と表記する。)は，パワー・アマウントだ

けでは，伺故BがAの期待どおりの行為を行う

かという Bの内部判断プロセスが全く捨象され

ているとし，機会費用と効用の概念を導入して，

パワー・アマウントを規定する Bの内部要因と

して，パワー・ストレンスなる概念を導入した。

状態空間論的表現をするならば，パワー・アマ

ウン卜は観測された現象であり，そして，パワー・

ストレンスはその現象の背後に潜むシステムの状

態として理解することができる。本稿の分析対象

に基づいて考えるならば，パワー・アマウン卜は，

連合体のパワー行使(説得)の結果，政府が示し

た具体的な譲歩の水準を表すものであり，パ

ワー・ス卜レンスは，そのような譲歩を生じさせ

る政府と連合体のパワー関係，言い換えるならば，

そのような譲歩を政府に行わしめた連合体の交渉

能力と見なしでも意味を損なうことはない。従っ

て，本稿で数量化しようとする連合体の交渉能力

とは，このハルサーニーの言うパワー・ストレン

スである。以下では，ハルサーニーのパワー概念

を概説し，その後で，本稿の分析モデルを提示す

る。

まず，本稿で言うパワーとは， A， B 2人の

交渉において Aが自らの主張とは異なる Bの
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主張を自らの主張に近づけさせることができる能

力の水準とする。以下では Aをパワーを行使

する主体 Bをパワーを行使される主体とする。

まず Aがパワーを行使する以前(即ち A

とBが交渉を始める前)のBは，行為Yをする

ことに関して，次式によって表される主観的効用

を持っていると仮定する。

① Ul-Pl・x
ここで， Plは行為Yを行う確率， Ulは行為Y

を確率Plで行う場合に得られると思う効用 x
は行為Yを確率1で行う場合の主観的機会費用，

とする。

さて，ここで， AがBへのパワー行使を開始(即

ち Aが交渉を通じて Bを説得し始める)した

とする。 Aのパワー行使(即ち，交渉を通じた

説得)の目的は Bが行為Yを行う確率Plを増

加させることである。この場合 Aは， Plより

大なる確率P2で行為Yを行えば Bが思ってい

る効用u1より大きな効用 U2が得られると主張

するはずである。このことは， AがBの側に立っ

て

② U2 -P2・x
なる効用が行為の結果として Bに帰属すると説

得することに等しい。そこでBはAのパワー行

使前とパワー行使後の主観的効用の違いを比較し，

③u1  -Pl . X;:;; U2 -P2 . X 

であれば Plより P2を選択することになる。

ここで，等号が付く場合は Bが Aのパワー

行使以前の判断基準とパワー行使後(即ち A

が交渉を通じて Bを説得した後)の判断基準が

等しくなる水準までU2とP2を持って行き，最

終的に， U2 > u1という判断で最終決定を下す
行動を含意している。なお，定義より Xの水

準はAのパワー行使の前後で不変であることに

注意を要する。

ここで，③式を変形すると

④ P2 -Pl;王(U2-U1) /X  

となる。④式において，左辺がパワー・アマウン

トであり，右辺の分子がパワー・ス卜レンスであ

る。

本稿の課題に即して④式を操作的モデルで表現

する。今，連合体の目標とする生産者米価を P1.

政府が当初に予定する生産者米価を PG，政府が
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連合体の目標とする価格をそのまま認めてしまう

と蒙る主観的機会費用を X，生産者米価がPGで

決定された際の政府の効用をU1，最終的に決定

された生産者米価を PF，そして，生産者米価が

PFとなったときの政府の効用を U2とする。榊

原等(6) に準拠して，

Pl = PG/PJ 

及び

P2=PF/PJ 

とし，政府の判断基準に関して，連合体との交渉

開始以前の判断基準と交渉終了後の判断基準が等

しくなる水準まで U2とP2を持って行き，最終

的に， U2 > u1という判断で最終決定を下す行
動をとると仮定する。以上をまとめると，④式よ

り，次式を得る。

⑤ (PF / PJ)一(PG / PJ ) = ( U2 -u1 ) 

/X 

本稿における連合体の交渉能力の数量化は，この

⑤式に基づき行う。ここで， D =( PF / PJ)一

(PG/ PJ)及びα=(U2 -U1)とし，交渉能

力 (α)には記憶があると仮定すれば，先にも述

べたように， αt (tの状態)→Dt (t期に観測

される現象)と表現できるので，⑤式の状態空間

論的表現をすると，

@ Dt=αγ(l/Xt)+E't 

⑦ αt=Y・αtー 1十 TJt 

となる。ここでE'tは，行為としての Dtをαt

が決定するときに入る撹乱ノイズ，守 tは連合体

の交渉能力が記憶を持って変化する際に入ってく

る外生的な撹乱ノイズである。

⑥式及び⑦式に基づいて atを推計する場合に

は，@式を時変パラメータ・モデルと見なし，通

常は，カルマン・フィルタ・アルゴリズムを用い

るが，本稿では，もっと単純な分析を目指すこと

とし，@式に逐次最小自乗法(註3)を用いて逐

次回帰パラメータとして αtを求めることとする。

また，@式により算出したαtを用いて，⑦式を

一次の自己回帰モデルを用いて検証する。

③ αt = Dt / ( 1 / Xt ) 

ここで，操作的モデルに関わる変数の定義より，

α三Oの場合には政府が連合体の要求を押し切っ

てしまっている状態を表し， α>0の場合には連

合体が政府に対して何らかの交渉能力を有してい
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ることを示すことに注意が必要である。

2)計測データ

まず，計測に用いる価格データについて説明す

る。

連合体がH標とする生産者米側(PJ)として

は農協の要求米価(註4)を用いる。政府が当初

予定した生産者米価(PG)としては，米価審議

会の答申後に政府と与党の交渉が行われた年度に

ついては，政府が米価審議会に提出した試算米価

を用いることとし，米価審議会前に政府と与党と

の交渉が決着した年度については，政府が与党と

の交渉に際して提示した米価を用いることとする。

決定された生産者米価 (PF)については 2

つのデータ系列を用いることとした。一方は，う

るち 1-4等(昭和53年産米以降は 1-2等)平

均包装込み生産者手取予定価格(以下「米価jと

いう。)であり，もう一方は，各種奨励金等(銘

柄米奨励金，良質米奨励金，その他の単年度措置)

をも含めた総体としての実質農家手取価格(以下

「実質米価」という。)(註5)である。なお，後

者は，各年産米に関わる各種奨励金等の予算額を

政府買入予定数量(昭和44年産米以降は予約限度

予定数量)で除したものを米価に加えることによ

り算出した。

次に，政府の主観的機会費用 (X)について

説明する。 Xとしては次式により算出した数値

を用いることとした。

@ Xt = ( GJDt + GBDt )/ GBDt 
ここで，GBDtはt期の食糧管理特別会計の園内

米勘定における予算損益であり，GJDtは期

において，連合体が目標とする生産者米価 (pJ) 

と政府が当初予定した生産者米価 (PG)の差額

に政府買入予定数量(昭和44年産米以降は予約限

度予定数量)を乗じて得られる数値である。@式

により算出される数値は，米価決定時点(つまり

予算ベース)において，もし政府が連合体の要求

を100%受け入れたならば生じたであろう圏内米

勘定の損益が予算損益の何倍になっているかを示

す指標となっている。このような指標を政府の主

観的機会費用(ここでは経済学的な機会費用と言

うよりもむしろ行政運営上の負の費用として考え

ている)として用いる理由は次のとおりである。
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まず第 1に，政府が当初予定した生産者米価

(PG)は，圏内米勘定の予算損益を制約条件と

して決定されていると考えるのが自然である。さ

らに，国内米勘定における損益は一般会計の農林

水産予算から補填されることである。従って，第

2に，連合体の要求をそのまま受け入れることに

より損益が増大する場合は，一般会計からの補填

額を増大させなければならず，農林水産予算全体

が影響を受けることになる。第3に，このことは，

当初予算編成時に具体化した政府の農林水産施策

運営方針の変更を意味する。第4に，以上のこと

から，政府が連合体の要求をそのまま受け入れる

ことは，行政運営上の失敗を意味することになる

と考えられる。

以上，本稿で使用したデータを表1から 3に示

す。表 1から 3に掲げる数値は全て名目表示と

なっている。これは，⑤式及び⑨式により， Dt 

及び Xtはともに同一年次の数量間の比率である

ことから，計測に用いるデータを算出するための

原データ系列が名目表示であるか実質表示である

かは計測結果に影響を及ぼさないためである。な

お，このように単位を指定しない比率を用いて計

測を行うことから，本稿で評価する交渉能力は計

量単位の無い指標となっている。

3.計測結果の吟味

1 )逐次最小自乗法に基づく交渉能力の吟味

⑥式を前提とした逐次最小自乗法の計算アルゴ

リズムを Harvey (3)に基づき示すと，次のと

おりである。

⑮ ααt-1  + (X'tー 1Xt-1)一1Xt (Dt 
- Xt • a t -1 )/  ft 

⑪ ft = 1 + X2t ( X't -lXtー 1)一1
ここで， αtはt期までのすべてのデータを用い

て推計された回帰パラメータであり， αt-1はt

-1期までのすべてのデータを用いて推計された

回帰パラメータである。また， Xt- 1はt-1期

までの独立変数の列ベクトル(但し， X't-1は

表1 計測に用いる価格データ
(単位円/150kg)

年度農協要求米側政府原案米価 生産者米価 実質手取米価

37 12，768.0 12，004 12，165 12，165.0 

38 14，303.0 12，785 13，171 13，171.0 

39 16，548.0 13，888 14，962 14，962.0 

40 18，986.0 15，526 16，375 16，375.0 

41 21，063.0 17，454 17，850 17，850.0 

42 22，258.0 18，881 19，521 19，521. 0 

43 23，110.0 20，105 20，640 20，738.8 

44 24，132.5 20，640 20，640 21，090.0 

45 24，815.0 20，681 20，681 21，116.4 

46 26，945.0 20，681 21，305 21，451.0 
47 29，657.0 21，951 22，384 22，609.0 

48 32，775.0 24，418 25，753 26，002.5 

49 41，760.0 31，810 34，038 35，390.0 

50 49，485.0 38，508 38，925 39，277.5 

51 50，295.0 40，953 41，430 42，012.5 

52 50，000.0 42，465 43，080 43，880.5 

53 48，190.0 43，128 43，128 44，267.5 

54 48，455.0 43，198 43，198 44，492.3 

55 49，422.5 43，198 44，185 45，421.3 

56 51，245.0 44，223 44，390 45，814.5 
57 46，330.0 44，393 44，878 46，435.8 

58 46，690.0 44，878 45，665 47，234.8 

59 48，460.0 46，328 46，670 48，236.8 

60 48，270.0 46，670 46，670 48，112.0 

(資料)r国の予算J.r日本農協年鑑J.r日本農業年鑑」
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表2 実質手取米価の算出根拠
(単位:円/150kg)

年度銘柄米奨励金良質米奨励金 その他 メロ為 計

37 0.0 0.0 0.0 0.0 

38 0.0 0.0 0.0 0.0 

39 0.0 0.0 0.0 0.0 

40 0.0 0.0 0.0 0.0 

41 0.0 0.0 0.0 0.0 

42 0.0 0.0 0.0 0.0 

43 0.0 0.0 111.8 111.8 

44 0.0 0.0 450.0 450.0 

45 0.0 0.0 435.4 435.4 

46 0.0 。。 146.0 146.0 

47 226.0 。。 。。 226.0 

48 250.0 0.0 0.0 250.0 

49 352.0 。。 1，000.0 1，352.0 

50 377.5 0.0 0.0 377.5 

51 223.3 359.3 。。 582.5 

52 235.8 564.8 0.0 800.5 

53 268.8 896.3 0.0 1，165.0 

54 259.8 886.8 148.3 1，294.8 

55 0.0 1，236.3 0.0 1，236.3 

56 0.0 1，424.5 0.0 1，424.5 

57 0.0 1，558.3 0.0 1，558.3 

58 0.0 1，569.8 0.0 1，569.8 

59 0.0 1，641.8 0.0 1，641.8 

60 0.0 1，442.0 0.0 1，442.0 

(資料)表 lに同じ。
註)rその他」の欄の内容は次のとおりである。
43年産米:出荷調整対策費 (60億円)
44年産米:稲作対策特別事業費 (225億円)
45年産米:良質米奨励金及び品質改良奨励金 (238億円)
46年産米:自主流通米奨励金 (74億円)
49年産米:臨時稲作営農補助金(銘柄奨励金と併せて570億円)
54年産米:格差導入に伴う激変緩和措置 (82億円)

Xtー 1の転置ベクトルとする。)であり Xtはt

期の独立変数のスカラー量である。 Dtはt期の

従属変数のスカラー量である。

回帰パラメータ αを従属変数と独立変数の関係

を規定する構造と考えると，⑩式及び⑪式より明

らかなように，逐次最小自乗法は，前期までのデー

タを用いて推計された構造を前提とした場合に生

じる当期の予測誤差を用いて，前期の構造を修正

することにより当期の構造を推計する手法と見な

すことができる。従って，幾何学的に考えると，

a tがat-1より上方に変化している場合には，

t -1期までの構造を前提とした t期の予測誤差

が正であることになり期の観測値が t-1期

までの構造より上方に議離していることを示唆し
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ており atが下方に変化している場合には，逆

にt期の観測値が下方に布離していることを示唆

している。

なお，薬師寺 (8)は，回帰分析の手続き上，

αtがt期までの観測値すべてを用いて算出され

ることに注目し atをして「過去の行為の結果

をひとまとめに総括して評価する(総括評価)J

指標であるとしている。

以上のことを踏まえて，⑥式の操作的モデルの

変数定義に即して逐次最小自乗法により得られる

回帰パラメータの意味付けを行うと次のとおりで

ある。

αtが上方に変化した場合には，その背景とし

てt期における連合体の交渉能力が以前の期と比
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表3 政府の主観的機会費用の算出根拠

(単位:円/150kg，千トン，百万円，億円)

年度政府額と農協要政府予約限①×②=③ 食管国内米勘 政府非効用
求額の差額 ① 度数量 ② 定損益予算④ (③+④)/④ 

37 764.0 6，300 

38 1，518.0 6，900 

39 2，660.0 7，000 

40 3，460.0 7，100 

41 3，579.0 7，150 

42 3，377.0 7，750 

43 3，005.0 8，050 

44 3，492.5 7，500 

45 4，134.0 6，500 

46 6，264.0 5，800 

47 7，706.0 5，800 

48 8，357.0 5，800 

49 9.950.0 6，200 

50 10，977.0 6，350 

51 9，342.0 6，200 

52 7，535.0 6，200 

53 5，062.0 5，750 

54 5，257.0 5，750 

55 6，224.5 5，200 

56 7，022.0 4，800 

57 1，937.0 4，700 

58 1，812.0 4，650 

59 2，132.0 4，550 

60 1，600.0 4，400 

(資料)表1に同じ。

較して大なるものであったことが示唆され，その

結果として期までのそれぞれの期の連合体の

交渉能力の水準に関する総括評価が上方に修正さ

れたと考えることができる。逆に， αtが下方に

変化した場合には期における連合体の交渉能

力が以前の期と比較して相対的に小なるものであ

り，その結果期における総括評価も下方に修

正されたと考えることができる。

⑥式に逐次最小自乗法を用いて得た結果を図 1

に示す。図 1より，米価の αtについて時間軸に

沿った推移を見ると，昭和37年度一40年度にかけ

て急速に上昇し， 41年度一43年度にかけて下降し

ているが43年度においても44年度以降よりも相対

的に高い水準となっている。その後， αtは，昭

和44年度には大きく低下， 45年度一47年度にかけ

て緩慢に低下， 48年度-49年度にかけて一時的に

上昇した後は，一貫して低下傾向にあることが見

て取れる。

321 616 1. 52091 

698 535 2.30520 

1，241 1，025 2.21106 

1，638 1，065 2.53778 

1，706 1，356 2.25810 

1，745 1，148 2.51985 

1，613 2，295 1.70269 

1，746 2，871 1.60824 

1，791 2，963 1.60459 

2，422 4，338 1.55834 

2，980 4，614 1. 64579 

3，231 3，608 1.89561 

4，113 4，465 1. 92109 

4，647 6，969 1.66680 

3，861 7，500 1.51485 

3，114 7，657 1. 40675 

1，940 7，147 1.27150 

2，015 7，006 1. 28764 

2，158 6，495 1. 33223 

2，247 6，206 1.36208 

607 5，458 1.11120 

562 5，256 1.10687 

647 5，037 1.12839 

469 4，633 1.10130 

北出 (4Jは，生産者米価の対前年上昇率を用
いて，米価変動の画期区分を行っている。それに

よると，昭和35年度一43年度は生産者米価が安定

的に上昇していた時期，昭和44年度一52年度は，

食糧危機や第 I次石油ショックのあった昭和48年

度-50年度の米価上昇率の増大した時期を除いて，

米価の上昇率が低下した時期，昭和53年度一58年

度は，米価の上昇率が一層低下した時期となる。
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この北出の画期区分を踏まえて，図 1より米価

に関する αtの推移を見ると，昭和52年度と53年

度の聞の画期区分の境界が明確ではないが，生産

者米価の対前年上昇率が安定的に上昇していた時

期には，毎年の連合体の交渉能カが増大若しくは

相対的に高い水準にあった結果，その総括評価が

計測期聞を通じて相対的に高水準にあったこと，

生産者米価の対前年上昇率が急激に上昇した昭和

49年度を挟んだ前後の年度で連合体の交渉能力に

関する総括評価が一時的に高まったこと，それ以
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7.00E-02 

6.00E←02 

5.00E-02 

4.00E-02 

3.00E-02 目、~、
2.00E-02 ---ー米価

1.00E-02 ----{トー実質米価

O.OOKtOO 
37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 

図1 逐次回帰分析による仏の推移

外の年度では連合体の交渉能力が毎年低下した結

果，その総括評価は一貫して低下していたという

ことができる。このことは，生産者米価の対前年

上昇率の推移という観測可能な現象に基づいて直

感的に想起される連合体の交渉能力の水準の推移

と一致する。従って，本稿の計測データの定義及

び逐次最小自乗法の計測結果を用いて連合体の交

渉能力の推移を吟味することに大きな問題はない

と判断される。

次に図 1より，実質米価に関する αtの推移を

見る。各種の奨励金等が交付されるようになった

昭和43年度以降，実質米価に関する αtは，米価

に関する αtに比較して，上方に希離しているこ

と，昭和49年度を挟む前後の時期を除いてほぼ一

定水準の近傍で安定的に推移していること，が大

きな特徴である。

0.18 

0.16 

0.14 

0.12 

0.1 

0.08 

0.06 

0.04 

0.02 

。

以上のことから，田和44年度以降，連合体は，

米価に関してはその交渉能力を漸次低下させてき

たが，生産者米価の枠外で各種の奨励金を獲得す

ることにより，実質米価に関しては，昭和44年度

ないし45年度水準の交渉能力を維持していたと想

定することが可能である。

2)一次の自己回帰モデルによる計測結果

図2に示すように，@式に基づいて算出した単

年度ベースの連合体の交渉能力には，年度によっ

て消長がある。ここで・は，各年度の連合体の交渉

能力の時間軸に沿った推移を，⑦式に基づく一次

の自己回帰モデルを用いて検証する。なお，交渉

能力の消長には，政策の変更，選挙の実施等の外

部要因が影響しているものと考え，計測ではこれ

らの要因をダミー変数として取り扱うこととした。

計測モデルは次のとおりである。

---ー米価

----{トー実質米価

37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 

図2 単年度ベースの交渉能力
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(生産者米価に関する交渉能力)

⑪ αt=Y・α37+ O . RUL1 + E • RUL2 

+~・ ELEC+マ
(実質生産者米価に関する交渉能力)

⑫ αβ+Y・α37+ E • RUL2 + ~ . 

ELEC + 11 
ここで， αtは⑦式により算出した単年度ペー

スの連合体の交渉能力である。 RUL1は生産調整

政策実施以前の年度を表すダミー変数で昭和43年

度以前を 1，昭和44年度以降をOとした。 RUL2

は，昭和48年度一50年度の第一次石油ショックを

表すダミー変数で昭和48・49・50年度を 1としそ

れ以外の年度を Oとした。 ELECは選挙の有無

を表すダミー変数で，当該年度若しくはその前年

度に選挙(参議院及び衆議院選挙)が行われた場

合に 1とし，それ以外の年度はOとした。マは誤

差項である。

なお，計測に際しては，図1を勘案して，米価

に関する連合体の交渉能力については定数項を含

まない計測モデル(即ち漸近線は αt= 0と仮定)

とし，実質米価を基準とした連合体の交渉能力に

関しては，交渉能力に生産調整政策の影響が織り

込まれているものとしてRUL2を含まない計測モ

デルとした。

計測結果を表4に示す。米価に関する交渉能力

及び実質米価に関する交渉能力ともに，自己回帰

パラメータの値が正で1より小さい。両者とも安

定的(振動しないと言う意味において)に一定の

水準に向かつて漸近的に減少していることがわか

る。また，実質米価に関する交渉能力に関しては，

その漸近しようとする水準が，統計的に 1%水準

でOと有意に異なることがわかる。

このことは，図 1より得た実質米価に関する交

渉能力の総括評価の推移と整合性のある結果であ

る。総括評価に関しては統計的検証を行っていな

いが，一次の自己回帰モデルの計測結果によって，

図1より得られた知見は間接的に支持されるもの

と考えられる。

また，生産者米価に関する交渉能力について，

表4に示すように，定数項を含んだモデルも併せ

て計測したが，統計的に有意と判定できる定数項

及び一次の自己回帰パラメータを得ることができ

ず，定数項をゼロとした一次の自己回帰モデルの
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表4 自己回帰モデルの計測結果

米 価
区 分 実質米価

切片有門 切片なし

β 0.00070 0.03082 

(0.10) (3.52)車市

Y 0.51385 0.75472 0.81905 

(ー1.45) (3.45)場事 (5.63)事市

8 0.06193 0.05262 

(5.71)" .. (4.69) ..ホ
ε 0.04707 0.04617 0.03879 

(3.31)事常 (3.41)常事 (2.33) .. 

C 0.02523 0.02661 0.03405 

(2.69) .. (3.59)事権 (2.99) ** 

決定係数 0.64 0.64 0.30 

DW  1.79 1.95 1.82 

註 1) ( )内の数値は t値。本， * *はそれぞれ 5%水
準及ぴ1%水準で有意であることを示す。

註 2)決定係数は自由度調整済み。

註 3) DWはダーピン・ワトソン比。

註 4)サンプル数230

計測では統計的に有意な一次の自己回帰パラメー

タを得ることができた。このことから，米価に関

する交渉能力はゼロに向かつて漸近していると想

定しでもよいと思われる。

以上のことから，昭和44年度以降，米側に関す

る交渉能力の総括評価と実質米価に関するそれの

水準が議離しているという図 1に基づく知見は，

一次の自己回帰モデルの計測結果より間接的に支

持されるものと考えられる。

なお，計測に用いたダミー変数については，す

べて有意なパラメータの推定値を得た。このうち

選挙ダミーについて見ておくと，パラメータの符

号が正であることから.r当該年度に選挙が実施
される」とか「選挙が実施された直後の年度であ

る」という事由が，その年度の連合体の交渉能力

を押し上げる要因となっていたと言える。米価決

定に関わる政治家の支持者利益配分仮説を検証す

る結果となった。

4.まとめ

本稿では，ハルサーニーのパワー概念を用いて，

政府買入米価の決定過程における農業団体や与党

議員の総体としての政府に対する交渉能力を数量

的に評価することを試みた。逐次最小自乗法を用
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いて分析した結果，生産者米価に関する交渉能力

は一貫して低下傾向にあるが，生産者米価の枠外

で給付される各種奨励金等を加えた実質生産者米

価に関しては，その吏渉能力の水準はほぼ昭和

44・45年度水準で推移しており，その結果として

両者には訴離が見られるという知見を得た。

また，一次の自己回帰モデルによる計測結果か

らも，この知見は支持されることを確認した。

連合体の交渉能力のうち，どれだけの部分が農

業団体等に帰属するかは本稿の分析では明らかに

できない。しかし，米価決定過程における与党の

政府に対する交渉圧力は，農業団体等の展開する

米価運動に下支えされたものと考えられる。そこ

で，交渉能力は全て本源的には農業団体等に帰属

するものとして，毎年実施されている農業団体等

の米価運動の効果をその交渉能力という観点から

本稿で得られた知見に基づき評価してみると次の

とおりである。

昭和44年度以降，生産者米価だけを見ると農業

団体等の米価運動はその効果を低下させてきた。

しかし，実質的に米作農家が受け取る価格という

観点から見るならば，生産者米価の決定過程を取

りまく環境がより一層厳しさを増した昭和53年度

以降(註6)でさえ，農業団体等の米価運動は，

その効果を昭和44・45年度水準で維持していた。

従って，この時期における農業団体等の米価運動

の効果は見かけほどには小さいものではなかった

と考えられる。

註

(註 1)農村部は，与党の政党支持基盤として重要な役

割を担っていた。慶瀬牧人・贋政幸生「得票最大化行

動と農業部門j農経論叢，第50集， 1994. 

(註 2)筆者訳。 D油1(1)のpp.202-2030 

(註3)谷崎 (11)によれば，状態空間モデルのフィル

タリング・アルゴリズムにおいて y=o，'1， =0 

とした場合には，フィルタリング・アルゴリズムは逐

次最小自乗法に一致する。また，カルマン・フィルタ・

モデルは期の状態変数を推定するのに t期に近い

データの分散共分散のウェイ卜を大きく置き， t期か

ら過去に離れれば離れるほど，そのウェイ卜を減少さ

せて推定値を求める方法であり，いわゆる逐次一般化
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最小自乗法に一致している。

(註4)与党が政府との交渉にあたって提示した米価を

計測期間全体に亘って確認することは，刊行されてい

る資料上からは不可能である。しかし，確認できた年

度にあっては，与党の提示した米価は農協の要求米価

を下回っていた。この点について，本稿では，与党は，

政府原案米価と農協要求米価の恭離を前提として政府

との交渉に臨み，政府を説得する最終段階での妥結可

能な提案として独自の米価を提示したものと考えてい

る。

(註 5)例えば，昭和47年産米及び49年産米の生産者米

価決定時の農林大臣談話を見ると，政府がこれら米価

枠外の奨励金等を含めた価格をして実際に農家が受け

取る米価と見なしていたことは明白である。

(註6)北出 (4)の時期区分に基づく。
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